
取扱いを確保すると
の取り組み ともに、効率的に実施する。

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

両制度の円滑 両制度の円滑 両制度の円滑 両制度の円滑 両制度の円滑

な運営及びパ な運営及びパ な運営及びパ な運営及びパ な運営及びパ

ブリックコメ ブリックコメ ブリックコメ ブリックコメ ブリックコメ

ントの活用 ントの活用 ントの活用 ントの活用 ントの活用

事　業　費 4,845 2,771 2,362 2,771 2,771

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 1 1 1 1

一般財源 4,845 2,770 2,361 2,770 2,770

人　件　費 6,924 6,527 6,527 6,527 6,527

投入 常勤職員 1人 1人 1人 1人 1人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 11,769 9,298 8,889 9,298 9,298

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 6913 情報公開事業

担当組織 総務部 行政管理課 担当 市政情報・文書担当

組織コード
R5 07 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 02 01 02 03 01

記入日 令和 5年 6月14日
R4 07 02 00 R4 01 02 01 02 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 平成１１年度 ～ 令和１２年度

戸田市情報公開条例、戸田市個人情報保護条例、戸

根拠法令 田市市民パブリック・コメント制度要綱 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民・職員

行政として「市民の知る権利」と「市の説明責任」を明らかにするとともに、市民に対し自己情報のコントロール権を保障

事業目的
することにより、開かれた市政への実現を目指し、民主的な行政運営を図ることを目的とする。

両制度の総合窓口（情報公開コーナー）として、請求の受付の際、該当の情報を特定するとともに、両制度の普及指導も行

う。また、制度の適切な運営を図るための審議会、審査請求に係る諮問を審査する審査会の運営を行う。市の説明責任を全

うすることの一環としてパブリック・コメント制度を有効に活用する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

重点戦略3　テーマ①　取組名：特定個人情報の安全管理措置に係る監査の外部委託

行財政改革 内容：「戸田市特定個人情報の安全管理に関する基本方針」及び「戸田市特定個人情報の取扱いに関する要領」に基づく監

査を、専門知識を有する外部機関に委託し、情報セキュリティ監査と合同実施することで、より適切な



託し、年度当初からの法の施行に向け制度整備・運用の準備を円滑に行うことができた。

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 審議会での継続案件の審議の簡略化及び新規案件の審議の重点化を図り、効率的な審議会の運営を

行うことができている。個人情報保護法改正に伴う今後の適正な審議会の在り方を検討していく。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 受益者負担の観点から行政文書の写しの交付に当たっては、実費としてコピー代及び郵便料金を請

求しており、この実費相当分については他自治体と比較しても妥当な料金といえる。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
取組名：特定個人情報の安全管理措置に係る監査

令和４年度に その他の効果：令和４年度は、特定個人情報の安全管理措置に係る監査について、前年度の指摘事項や改善項目

実施した を分析し、監査項目等を見直したほか、特定個人情報の安全管理措置に係るビデオ研修を実施したことにより、

取組内容・効果 監査での指摘事項数が前年度より改善した。

重点戦略３　テーマ①　取組名：改正個人情報保護制度等運用業務
内容：令和５年度は、改正個人情報保護法の施行及び情報公開条例の一部改正による制度の運用変更を円滑に行

令和５年度に
うため、マニュアル等の整備、個人情報ファイル簿の公表、個人情報目的外利用等の適正な運用を行う。また、

実施する取組内容
研修等を通じた庁内への制度の周知、定着を図る。

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
情報公開請求及び自己情報開示請求に適切に対応し、両制度を広く周知しながら、制度の適正な運営を行う。

事業の方向性・
また、庁内の説明会、研修会等を通じて、職員の情報公開・個人情報保護に対する意識の向上を図るとともに、

取組方針
制度手引き等の整備を行い、引き続き周知啓発に努めていく。

2 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 情報公開請求及び自己情報開示請 10日以内に決定した割合 ％ 60 60 60 60 60
活動① 求から10日以内に決定した割合 61.7 38.9 － － －
事務事業 パブリック・コメント募集案件（ 掲載ホームページへのア 件 210 210 210 210 210
活動② 1件当たり）へのアクセス件数 クセス件数 351 234 － － －
事務事業 審査会での不当判断数 審査会で不当と判断され 件 0 0 0 0 0
成果① た件数 0 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
令和4年度は情報公開請求76件、自己情報開示請求35件、審査請求は3件であった。情報公開請求については例年の倍以上の請

状況
求件数となった。これは、複数課にまたがる内容の請求が複数あったことに起因するが、それにより同時に確認する必要があ

の分析 る文書の量が増大し、結果として公開までに必要な日数が増加した。また、パブリック・コメント募集案件への平均アクセス
件数は234件で、市の説明責任を果たすとともに市民の市政への参画を促進するために、制度が活用されたといえる。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ 情報公開請求に係る審査請求は3件、自己情報開示請求に係る審査請求はなかった。令和4年度中の

審査請求において不当と判断されたものはなく、適正に制度が運用されていると考えられる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 令和4年度は、決算ベースの事業費で約485万円であった。改正個人情報保護法への対応のため業務

を委



計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

会計管理者の 会計管理者の 会計管理者の 会計管理者の 会計管理者の

権限に属する 権限に属する 権限に属する 権限に属する 権限に属する

事務 事 事 事 事

事　業　費 26,995 32,952 33,846 34,036 34,036

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 370 664 664 664

一般財源 26,995 32,582 33,182 33,372 33,372

人　件　費 62,316 52,216 52,216 52,216 52,216

投入 常勤職員 9人 8人 8人 8人 8人

人員 非常勤職員 1.3人 1人 1人 1人 1人

事業費＋人件費 89,311 85,168 86,062 86,252 86,252

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 21243 会計事務費

担当組織 会計管理者 会計課 担当 照査・出納担当　

組織コード
R5 46 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 02 01 05 01 01

記入日 令和 5年 6月22日
R4 46 01 00 R4 01 02 01 05 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間

地方自治法、地方財政法、戸田市会計規則、戸田市 戸田市資金管理及び運用に関する方針

根拠法令 会計管理者の補助組織設置規則、出納員その他の会 関連計画

通 達 等 計職員の任命及び委任等に関する規則 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
職員、債権者、金融機関等

会計管理者の権限に属する事務の処理を適正に行うことにより、健全な財政運営を図る。

事業目的

支出負担行為の確認、収支命令の審査及び出納、歳入歳出外現金の審査及び出納、現金出納簿及び歳入歳出簿の記録、収支

日計表の管理、会計諸帳簿の管理保管、歳入歳出決算の調製、出納員に係る事務、小切手の振出し、指定金融機関及び収納

代理金融機関に係る事務、例月現金出納検査資料の作成等

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

重点戦略１　取組名：会計事務の適正化の取組

行財政改革 内容：不適正処理に対して適切な指導、改善策の提案を行い、会計事務に対する個々の意識の向上を図ることで、不適正伝

票を削減するとともに、全庁的な会計事務への負担軽減を図る。
の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円）



年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 不適正伝票削減のため、職員への啓発、研修等を積極的に実施した。出納事務においては、公金収

納日計処理業務について委託し、効率化や省力化に大いに寄与している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 会計事務の効率化及び適正化を目指し、随時、事務改善を進めている。その結果、照査及び出納事

務がスムーズに運び、ひいては債権者への円滑かつ適正な支払が実現している。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
実務に携わる職員に対して実施していたヒアリングについては、コロナ禍の影響もあり実施することができなか

令和４年度に ったが、新規採用職員向けに「会計事務の基礎研修」（映像研修）を実施するとともに、当該年度に発生した不

実施した 適正会計処理事案について、掲示板等で再発防止を目的として各課へ向けて積極的に周知を図った。

取組内容・効果

会計課職員による実務者向けのヒアリングを随時、積極的に行い、新規採用職員向け研修を継続して実施すると
ともに、不適正処理事案の周知についても引き続き実施して再発防止に努める。

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　様々な取組を実施したが、各課内での伝票事務の引継ぎが丁寧にされていないためか、会計課に対する問合せ

事業の方向性・
については年々増加傾向にある。よって今後も会計事務を適正に執行するための全庁的な会計事務に対する個々

取組方針
の意識の底上げを不断に図っていく。
　一方、会計課内においても、会計事務の効率化及び省資源化を目指し、事務改善の可能性を鋭意探りながら検
討し実施していく。
　また、財務会計の事務処理手続の公正性、透明性を確保することにより、公金の適正執行を確保する。

4 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 伝票照査件数 支出伝票、振替命令書等 件 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000
活動① の照査件数 44,606 45,134 － － －
事務事業 口座振込伝票件数 ＦＤ振込及び主管課ＦＤ 件 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000
活動② 振込の伝票件数 36,501 37,743 － － －
事務事業 不適正伝票の指導件数 不適正な伝票の担当課へ 件 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200
成果① の戻し件数 1,279 1,449 － － －
事務事業 口座振込変更等発生件数 口座変更等による再振込 件 230 230 230 230 230
成果② の手続件数 160 177 － － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
成果指標①については、前年度比で増加となり目標には届かなかった。成果指標②については、前年度と比較して若干の増加

状況
は見られるが、振込前の口座照会実施の徹底により、目標件数を下回り目標を達成することができた。

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 予算執行計画に基づき、資金の収支予定を精緻に把握することができた。その結果、余裕資金を運

用して運用益を確保することができ、健全な財政運営に貢献することができた。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 財務会計システムをはじめ、源泉徴収システム、民間企業が提供してくれる各種電子サービス等を

積極的に受け入れることにより経費の適正化が図られている。

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 20863 議会活動費

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 総務担当

組織コード
R5 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 01 01 01 02 01

記入日 令和 5年 6月23日
R4 56 01 00 R4 01 01 01 01 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 平成１６年度 ～ 

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価項目等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 263,311 276,244 308,120 265,485 265,485

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 263,311 276,244 308,120 265,485 265,485

人　件　費 20,148.84 18,993.57 18,993.57 18,993.57 18,993.57

投入 常勤職員 2.91人 2.91人 2.91人 2.91人 2.91人

人員 非常勤職員 0.07人 0.07人 0.07人 0.07人 0.07人

事業費＋人件費 283,460 295,238 327,114 284,479 284,479



8 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞
※予算編成用シート（評価項目等未設定）

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



り の議会だより の議会だより の議会だより の議会だより

の発行等 の発行等 の発行等 の発行等 の発行等

事　業　費 28,431 39,489 51,744 39,489 39,489

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 28,431 39,489 51,744 39,489 39,489

人　件　費 22,087.56 20,821.13 20,821.13 20,821.13 20,821.13

投入 常勤職員 3.19人 3.19人 3.19人 3.19人 3.19人

人員 非常勤職員 0.38人 0.38人 0.38人 0.38人 0.38人

事業費＋人件費 50,519 60,310 72,565 60,310 60,310

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 52357 議会調査広報事業

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 調査担当

組織コード
R5 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 01 01 01 03 01

記入日 令和 5年 6月16日
R4 56 01 00 R4 01 01 01 01 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 令和３年度 ～ 令和１２年度

 

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
議員、執行部、市民、他自治体

調査等を踏まえ、議会による政策提言等を行うことで、市民福祉の向上及び市政の発展に寄与するとともに、議会だよりや

事業目的
議会中継、本会議をはじめとする各種会議を公開することで、開かれた議会を目指す。

議会による政策提言等を行うための情報収集や審議経過を公開するための議会だよりの発行、議会中継の配信等を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

重点戦略２　ICT活用による議会運営の円滑化　取組名：ChatGPTを活用した議会広報紙の作成

行財政改革 内容：これまで各担当が紙面の文面を考えていた箇所について、ChatGPTを活用することにより、業務時間の短縮及び効率

化を図る。
の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

審議経過等を 審議経過等を 審議経過等を 審議経過等を 審議経過等を

公開するため 公開するため 公開するため 公開するため 公開するため

の議会だよ



度職員が分担することで、事業費・人件費等の経費は適正である。

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ 議会情報の発信は市議会が主体的に行っているが、一部アウトソーシングできるものは行っており

ことから、事業手法は適正である。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ 町会・自治会を通じた議会だよりの全戸配布や公共施設等への配架のほか、議会中継、会議録のホ

ームページ掲載など多くの方が閲覧できることから、公平性は確保されている。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
未来を担う中学生に議会を身近に感じてもらうとともに、自分たちの住むまちや政治に対する関心を高めてもら

令和４年度に うことを目的に中学生とのオンラインによる意見交換会を令和4年11月に実施したことは、信頼される行政の実

実施した 現の一助となった。

取組内容・効果

これまで、議会だよりの配布は町会・自治会を通じて行われていたが、配布先は町会・自治会加入者が中心だっ
た。令和5年度より、ポスティング業者による配布に変更となることにより、全市民に議会だよりが配布される

令和５年度に
ことになることから、より開かれた議会へ繋がる。

実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
信頼される行政の実現のためには、より開かれた議会となり、市民に向けた情報発信力の強化が重要となる。そ

事業の方向性・
のため、議会SNSの導入に向けた協議を始め、市議会としても信頼される議会となるよう情報発信に努める。

取組方針

10 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 本会議配信日数 本会議開催日数 日 32 32 32 32 32
活動① 32 32 － － －
事務事業 会議録作成回数 定例会・臨時会毎に作成 回 4 5 5 5 4
活動② 5 5 － － －
事務事業 議会中継システムアクセス件数 議会ライブ・録画中継の 件 19,000 19,000 16,000 16,000 16,000
成果① アクセス件数 34,916 15,409 － － －
事務事業 会議録検索システムアクセス件数 インターネット回線によ 件 20,000 20,000 12,000 12,000 12,000
成果② るアクセス件数の合計 18,595 10,696 － － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
本会議配信日数及び会議録作成回数については、目標を達成しているが、議会中継システムアクセス件数及び会議録検索シス

状況
テムアクセス件数については、目標を達成することができなかった。これについては、当市議会が全国的に注目されたことか

の分析 らアクセス数を伸ばす原因となっていたためである。その後、例年並みに落ち着き、大幅にアクセス数が減少したことから令
和5年度からの目標数値を見直した。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ Ａ Ａ 議会だよりの発行、議会中継、会議録の公開など開かれた議会として、情報提供に努めており、信

頼される行政の実現に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
－ Ｂ Ｂ 会議録作成や専門性の高い議会中継の編集、議会だよりの編集などは業務委託しつつ、コア業務と

ノンコア業務を職員及び会計年



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 21246 議会事務局費

担当組織 議会事務局 議会事務局 担当 総務担当

組織コード
R5 56 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 01 01 01 04 01

記入日 令和 5年 6月23日
R4 56 01 00 R4 01 01 01 01 04 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 平成１６年度 ～ 

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象

※予算編成用シート（評価項目等未設定）

事業目的

※予算編成用シート（指標等未設定）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

事　業　費 3,628 4,174 5,230 4,300 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,628 4,174 5,230 4,300 0

人　件　費 6,231.6 5,874.3 5,874.3 5,874.3 5,874.3

投入 常勤職員 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人 0.9人

人員 非常勤職員 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人

事業費＋人件費 9,860 10,048 11,104 10,174 5,874



12 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞
※予算編成用シート（評価項目等未設定）

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 －：未設定

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 －：未設定
経費水準

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 －：未設定
事業手法

＜判断理由＞
－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 －：未設定

の公平性 ＜判断理由＞
－ － －

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞

事業の方向性・
取組方針



県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,958 4,192 4,774 5,940 5,940

人　件　費 11,355.36 10,704.28 10,704.28 10,704.28 10,704.28

投入 常勤職員 1.64人 1.64人 1.64人 1.64人 1.64人

人員 非常勤職員 0.12人 0.12人 0.7人 0.7人 0.7人

事業費＋人件費 15,349 14,950 15,532 16,698 16,698

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 7275 選挙管理委員会・選挙啓発事業

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード
R5 76 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 02 04 01 02 01

記入日 令和 5年 6月13日
R4 76 01 00 R4 01 02 04 01 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 昭和２５年度 ～ 令和１２年度

地方自治法及び同施行令

根拠法令 公職選挙法及び同施行令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

地方自治法第181条に基づき、選挙に関する事務を管理するとともに、投票の棄権防止や市民の自主的な明るい選挙の推進

事業目的
を図る。

・定時登録月等の選挙管理委員会をはじめ、選挙に関する事務を行う。

・明るい選挙推進協議会が行う啓発事業等について協力し、各種啓発活動を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 明推協 ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

選挙事務の管 選挙事務の管 選挙事務の管 選挙事務の管 選挙事務の管

理及び啓発事 理及び啓発事 理及び啓発事 理及び啓発事 理及び啓発事

業等の実施に 業等の実施に 業等の実施に 業等の実施に 業等の実施に

ついて補助 ついて補助 ついて補助 ついて補助 ついて補助

事　業　費 3,994 4,246 4,828 5,994 5,994

財
源
内
訳

国庫支出金 36 54 54 54 54



年度に 守委託業者と綿密な連携を図った。

実施した ・上記システムの稼動に伴い、選挙管理委員会の開催頻度を変更した。具体的には、法で定められている定時登

取組内容・効果 録月以外において、従来までは選挙人名簿の抹消を行っていたが、業務の効率化及び選挙管理委員の負担軽減を
目的として、原則定時登録月以外の選挙管理委員会は開催しないこととした。
選挙人名簿管理システム及び期日前投票システムを適正かつ円滑に稼働させるため、引き続き保守委託業者と綿
密な連携を図っていく。

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
選挙管理委員会の運営、明るい選挙推進協議会による啓発活動の支援など、従来業務を維持・発展させ投票率の

事業の方向性・
向上を目指す。また、主権者教育を実施し、若年の投票率向上も視野に入れ、取り組みを進めていく。

取組方針
また、適正な選挙事務執行のため、選挙人名簿管理システム及び期日前投票システムを円滑稼働させ、選挙事務
の更なる効率化を図っていく。

14 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 委員会開催回数 回 15 15 － － －
活動① 26 14 － － －
事務事業 若年投票立会人登録者数 人 － － 3 3 3
活動② ‐ ‐ － － －
事務事業 委員会運営トラブル件数 回 15 15 15 15 15
成果① 0 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
選挙管理委員会及び明るい選挙推進協議会については、その運営においてトラブルもなく円滑に運営されたため。

状況
なお、委員会開催回数については、令和４年度に委員会の運営手法を変更したため、令和５年度以降においては、目標指標を

の分析 変更する。

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 感染症拡大防止の観点から、選挙啓発活動は限定されたが、明るい選挙啓発ポスター審査会の実施

等感染症対策を実施しながら行ったため。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 経費を必要最小限に留めることができたため。

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ 関係法令に則り、適正に実施することができたため。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ｂ 明るい選挙推進協議会への交付金について、適正に事業を推進することができたため。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
・令和3年度に構築した選挙人名簿管理システム及び期日前投票システムを適正かつ円滑に稼動させるため、保

令和４



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 53034 県議会議員選挙費

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード
R5 76 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 02 04 02 01 01

記入日 令和 5年 6月13日
R4 76 01 00 R4 01 02 04 03 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 令和４年度 ～ 令和５年度

公職選挙法及び公職選挙法施行令

根拠法令 地方自治法及び地方自治法施行令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

住民が政治に参加する権利である選挙が適正に執行されるよう運営を行う。

事業目的

法令に基づき、埼玉県議会議員一般選挙に関する事務を管理執行する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

県議会議員選

挙執行事務費

事　業　費 16,834 33,566 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 33,566 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 16,834 0 0 0 0

人　件　費 4,223.64 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.61人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0.1人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 21,058 33,566 0 0 0



により、限られた人員の中で効率よく運用する。

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ●令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
埼玉県議会議員一般選挙は令和５年４月９日に執行されたことから、当該選挙の執行が完了した令和５年度をも

事業の方向性・
って本事業を終了する。

取組方針

16 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 選挙事務における重大なミス件数 0 0 0 0 0
活動① 0 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － Ａ 埼玉県議会議員を選ぶ重要な県政選挙であり、選挙の適正な執行は本施策の目標達成につながるも

のと考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
－ － Ｂ 法令により規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、経費の節減に取り組む。

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
－ － Ａ 法令により規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、開票事務の効率化を図った。今後は

より効果的な事業の見直しを図っていきたい。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ － Ｂ 埼玉県議会議員選挙執行は、県の選挙費委託金を受け、一部の市民だけではなく全ての市民に係る

事業であるため、事業の効果は広く市民に還元されるものである。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
従来まではポスター掲示場設置場所を紙でのみ立候補者へ提供していたが、統合型地理情報システム「いいとだ

令和４年度に マップ」にその情報を掲載し、候補者の負担を軽減するとともに事務の効率化を図った。

実施した
取組内容・効果

開票事務において、分類係の職員に第１点検係を兼務すること



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 53033 参議院議員通常選挙費

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 選挙管理委員会担当

組織コード
R5 76 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 02 04 98 98 98

記入日 令和 5年 6月13日
R4 76 01 00 R4 01 02 04 02 01 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 令和４年度 ～ 令和４年度

公職選挙法及び同法施行令

根拠法令 地方自治法及び同法施行令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
市民

国民が政治に参加する権利である選挙が適正に執行されるよう運営を行う。

事業目的

法令に基づき、参議院議員通常選挙を管理執行する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

参議院議員通

常選挙執行事

務費

事　業　費 44,700 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 44,700 0 0 0 0

人　件　費 4,431.36 0 0 0 0

投入 常勤職員 0.64人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0.1人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 49,131 0 0 0 0



ができた。

実施した
取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ●令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
参議院議員通常選挙は令和４年７月１０日に執行されたことから、当該選挙の執行が完了した令和４年度をもっ

事業の方向性・
て本事業を終了する。

取組方針

18 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 選挙事務における重大なミス件数 件 0 0 0 0 0
活動① 0 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
選挙事務における重大なミスを発生させることなく、適正に事務を執行することができたため。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
－ － Ａ 参議院議員を選ぶ重要な国政選挙であり、選挙の適正な執行は本施策の目標達成につながるものと

考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
－ － Ｂ 法令により規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、経費の節減に取り組む。

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。
事業手法

＜判断理由＞
－ － Ａ 法令により規定された選挙を適正かつ効率的に執行するため、開票事務の効率化を図った。今後は

より効果的な事業の見直しを検討していきたい。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
－ － Ｂ 参議院議員通常選挙執行は、国の選挙費委託金を受け、一部の市民だけではなく全ての市民に係る

事業であるため、事業の効果は広く市民に還元されるものである。

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
令和３年度に構築した選挙人名簿システム及び期日前投票システムを本格稼働させ、保守委託業務会社と綿密な

令和４年度に 連携を図ったことにより、適正かつ効率的に事務を執行すること



5 3,521 3,521

人　件　費 12,186.24 11,487.52 11,487.52 11,487.52 11,487.52

投入 常勤職員 1.76人 1.76人 1.76人 1.76人 1.76人

人員 非常勤職員 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人 0.5人

事業費＋人件費 15,427 15,009 15,083 15,009 15,009

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 21131 監査事業

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 監査委員担当

組織コード
R5 77 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 02 06 01 02 01

記入日 令和 5年 6月16日
R4 77 01 00 R4 01 02 06 01 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 平成１６年度 ～ 令和１２年度

地方自治法、地方公営企業法、地方公共団体の財政 なし

根拠法令 の健全化に関する法律 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
議会、市長、市民

法令に基づき、適法かつ適正に事務処理が執行されているか監査をするとともに、経済的・効率的な事務の促進を図る。

事業目的

定例監査、例月現金出納検査、決算審査、工事監査等を実施し、その結果を議長、市長等に報告及び公表する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

定例監査、例 定例監査、例 定例監査、例 定例監査、例 例監査、例月

月現金出納検 月現金出納検 月現金出納検 月現金出納検 現金出納検査

査、決算審査 査、決算審査 査、決算審査 査、決算審査 、決算審査等

等 等 等 等

事　業　費 3,241 3,521 3,595 3,521 3,521

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 3,241 3,521 3,59



ならない。
取組方針

22 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 監査対象部署数 監査対象部署数 課 15 15 15 15 15
活動① 18 23 － － －
事務事業 監査結果の指摘内容による適正化 適正化件数　／　監査結 ％ 100 100 100 100 100
成果① 執行率 果の指摘数 100 100 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
監査実施計画で予定していた監査を実施した。監査での指摘事項については、各部署より改善・検討策が講じられた。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　地方自治法で定められている事務であり、適法かつ適正に事務処理が執行されているか監査し、経済的・効率

事業の方向性・
的な事務の促進を図る事業であることから、今後も継続していかなければ



97.02 1,697.02

投入 常勤職員 0.26人 0.26人 0.26人 0.26人 0.26人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,983 2,185 2,228 2,185 2,185

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 23 頁

事務事業名 7282 公平委員会事業

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 公平委員会担当

組織コード
R5 78 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 02 01 09 02 01

記入日 令和 5年 6月16日
R4 78 01 00 R4 01 02 01 09 02 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 平成１５年度 ～ 令和１２年度

 地方自治法、地方公務員法 　なし

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
　職員

　職員の権利・利益を確保し、勤務条件の適正化を図る。

事業目的

　勤務条件に関する措置要求、不利益処分に対する審査請求の審査、職員団体の登録等の審査に係る公平委員会を開催する

。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

不服審査、職 不服審査、職 不服審査、職 不服審査、職 服審査、職員

員団体登録事 員団体登録事 員団体登録事 員団体登録事 団体登録事項

項等の審査の 項等の審査の 項等の審査の 項等の審査の 等の審査の委

委員会開催 委員会開催 委員会開催 委員会開催 員会開催

事　業　費 183 488 531 488 488

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 183 488 531 488 488

人　件　費 1,800.24 1,697.02 1,697.02 1,6



24 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 公平委員会開催回数 公平委員会開催回数 回 2 2 2 2 2
活動① 1 4 － － －
事務事業 委員会として行なうべき審議の完 審議完了件数　／　行な ％ 100 100 100 100 100
成果① 了割合 うべき審議件数 100 100 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ｂ：いずれかの目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　公平委員会として執行すべき事案は適正かつ迅速に処理された。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

の公平性 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　地方公務員法で定められている事務であり、職員の利益の保護と権利を保障する重要な制度であるから、今後

事業の方向性・
も継続していかなければならない。

取組方針



員 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人 0.15人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,172 1,254 1,254 1,254 1,254

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 25 頁

事務事業名 7284 固定資産評価審査委員会事業

担当組織 行政委員会事務局 行政委員会事務局 担当 固定資産評価審査委員会担当

組織コード
R5 79 01 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R5 01 02 02 01 03 01

記入日 令和 5年 6月16日
R4 79 01 00 R4 01 02 02 01 03 01

１.事務事業の概要 ＜PLAN＞

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標・考え方 08 計画推進のために ● 対象
再掲施策

施策 36 （考え方４）信頼される行政の実現 ○ 対象外

事業期間 平成１５年度 ～ 令和１２年度

 地方自治法、地方税法 　なし

根拠法令 関連計画

通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

強靱化計画 □ リスクシナリオ番号：

総合戦略 □ 　施　策　番　号　：

対象
　固定資産税納税者

　固定資産評価の客観的合理性を担保し、適正な賦課を期する。

事業目的

  課税台帳に登録された価格に対する不服審査の申出に係る委員会を開催する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

行財政改革

の取り組み

２.事業費 ＜DO＞

事
業
の
予
算
・
実
績

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

主な事業内容

価格に対する 価格に対する 価格に対する 価格に対する 価格に対する

不服申し出等 不服申し出等 不服申し出等 不服申し出等 不服申し出等

に係る委員会 に係る委員会 に係る委員会 に係る委員会 に係る委員会

を開催 を開催 を開催 を開催 を開催

事　業　費 133 275 275 275 275

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 133 275 275 275 275

人　件　費 1,038.6 979.05 979.05 979.05 979.05

投入 常勤職



26 頁

３.目標達成状況 ＜CHECK＞

指標名 説明・算定式 単位
Ｒ３目標 Ｒ４目標 Ｒ５目標 Ｒ６目標 Ｒ７目標

Ｒ３実績 Ｒ４実績 Ｒ５実績 Ｒ６実績 Ｒ７実績

目
標
達
成
状
況

事務事業 委員会開催回数 委員会開催回数 回 1 1 1 1 1
活動① 2 3 － － －
事務事業 委員会として行なうべき審議の完  審議完了件数　／　行 ％ 100 100 100 100 100
成果① 了割合 なうべき審議件数 100 100 － － －

－ － －

－ － －

－ － －

－ － －
Ａ：全ての目標を達成した。

目標達成 ＜判断理由＞
　固定資産評価審査委員会として執行すべき業務は円滑に実施された。

状況

の分析

４.評価結果 ＜CHECK＞

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

施策への ２年度 ３年度 ４年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

貢 献 度 ＜判断理由＞
Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。
経費水準

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 事業手法は適正か。

２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。
事業手法

＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

受益・負担 ２年度 ３年度 ４年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

の公平性 ＜判断理由＞
Ｂ Ｂ Ｂ

５．事業の見直し・行財政改革の取組内容 ＜ACTION＞
特になし

令和４年度に
実施した

取組内容・効果

令和５年度に
実施する取組内容

６．令和６年度の方向性・取組方針 ＜ACTION＞

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和６年度で終了 ○令和５年度で終了 ○令和４年度で終了

＜方向性の判断理由・取組方針＞
　地方税法等の法令で定められている事務であり、固定資産評価額に対する不服の解消を図り、固定資産税の適

事業の方向性・
正・公平を期する重要な制度であるから、今後も継続していかなければならない。

取組方針


